
 

30 受文科総第 2 6 5 号 

平 成 3 0 年 4 月 2 6 日 
各都道府県・指定都市教育委員会教育長 
各 都 道 府 県 知 事 
各 指 定 都 市 市 長 
各 国 公 私 立 大 学 長 
各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 長 
小中高等学校を設置する学校設置会社を 
所轄する構造改革特別区域法第 12 条第１項の 
認 定 を 受 け た 各 地 方 公 共 団 体 の 長 
各 大 学 共 同 利 用 機 関 法 人 機 構 長 
各 文 部 科 学 省 施 設 等 機 関 の 長 
各 文 部 科 学 省 特 別 の 機 関 の 長 
各 文 部 科 学 省 独 立 行 政 法 人 の 長 
各 文 部 科 学 省 国 立 研 究 開 発 法 人 の 長 
日本私立学校振興・共済事業団理事長 
公 立 学 校 共 済 組 合 理 事 長 
厚 生 労 働 省 医 政 局 長 
厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 長 

 

 

文部科学省大臣官房長 

藤 原  誠 

（公 印 省 略） 

 

第 7 回日中韓サミットに伴う警備協力について（要請） 

 

この度、警察庁から文部科学省に対し、別紙（平成 30年 4月 24日付け警察庁丙備発第 75号「第

7回日中韓サミットに伴う警備協力について」）のとおり協力要請がありました。 

李克強中華人民共和国国務院総理及び文在寅大韓民国大統領は、5 月上旬に日中韓サミット等の

ため来日する予定です。 

つきましては、我が国におけるテロ等の未然防止を図るため、貴職におかれては、別紙要請事項

に関し、各都道府県警察や自治体の危機管理担当部局等と連携を図りながら、安全管理体制の充実、

有事の際の情報伝達・対処等につき、地域の実情に応じて適切な措置を講じられるようお願いしま

す。 

本件につき、都道府県・指定都市教育委員会教育長及び都道府県知事にあっては、域内の市区町

村教育委員会、所管又は所轄の学校（専修学校、各種学校を含む。以下同じ。）その他の教育機関

等に対して、国公立大学長にあっては、その管下に附属する学校に対して、小中高等学校を設置す

る学校設置会社を所管する構造改革特別区域法第 12条第 1項の認定を受けた各地方公共団体の長

にあっては、所轄の学校設置会社に対して、厚生労働省にあっては、所管の専修学校に対して、周

知願います。 

 

 

 【問合せ先】 

文部科学省大臣官房総務課法令審議室審議第 4係 

  電話 03-5253-4111 （内線 2156） 

殿 






